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＜人材育成コース＞ 
 訓練に要した費用の一部を支給します。 
  
◆ 派遣先事業主 
  １訓練コースにつき以下の額を支給します。 

 

                                                                       

◆ 派遣元事業主 
 １訓練コースにつき以下の額を支給します。 

 

                                                                       

＜正規雇用等転換コース＞ 
派遣先事業主が訓練受講者を訓練終了後に正規雇用労働者として直接雇用した場合に以下の額を 

支給します。 

 
  

                                                                       

労働局・ハローワーク 

派遣元事業主 

派遣労働者 

共同して訓練実施計画を作成 ① 

Off-JTを実施 ②  

労働者派遣契約 

紹介予定派遣 指揮命令関係 

訓練修了後、派遣先事業主が 
自社の正規雇用労働者として雇用 ④ 

Off-JT・OJTを実施 ② 

派遣先事業主 

正規雇用等転換コース支給 ⑤ 

訓練計画届・ 
支給申請書提出 

人材育成コース 
(Off-JT・OJT助成)支給 ③ 

人材育成コース 
(Off-JT助成)支給 ③ 

派遣事業主活用型の仕組み 

Off-JT  

実施助成 1人1時間当たり800円（500円） 

経費助成 

1人当たりOff-JTの訓練時間数に応じた額 
[100時間未満] 10万円（7万円） 
[100時間以上200時間未満] 20万円（15万円） 
[200時間以上] 30万円（20万円） 

OJT 実施助成 １人１時間当たり700円（700円） 

Off-JT  

賃金助成 1人1時間当たり800円（500円） 

経費助成 

1人当たりOff-JTの訓練時間数に応じた額 
[100時間未満] 10万円（7万円） 
[100時間以上200時間未満] 20万円（15万円） 
[200時間以上] 30万円（20万円） 

① 有期契約の派遣労働者を正規雇用
労働者として直接雇用した場合 １人当たり60万円（50万円） 

② 無期雇用の派遣労働者を正規雇用
労働者として直接雇用した場合 １人当たり40万円（35万円） 
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4月1日 
～4月5日 

4月8日 
～4月19日 

4月22日 
～5月31日 

派遣元事業主（大企業） 派遣先事業主（中小企業） 

経費（受講料等）を負担して
Off-JTを実施 

（実施時間：30時間） 

経費（受講料等）を負担して 
Off-JTを実施 

（実施時間：50時間） 

経費（受講料等）を双方で負担してOff-JTを共同実施 
（実施時間：派遣元事業主40時間、派遣先事業主40時間） 

支給額 

派遣元事業主に賃金助成(30時間×500円
＝15,000円)を支給 

※派遣先事業主に実施助成は支給しない 

派遣先事業主に実施助成(50時間×800円
＝40,000円)を支給 

※派遣元事業主に賃金助成は支給しない 

派遣元事業主と派遣先事業主が実施したそ
れぞれのOff-JT時間＊に応じて、派遣元事業

主に賃金助成(40時間×500円＝20,000円)、
派遣先事業主に実施助成(40時間×800円＝
32,000円）を支給 

＊派遣元事業主と派遣先事業主が実施した
時間に分けることができない場合は、派遣
元事業主と派遣先事業主が合意して決めた

任意の時間により算出。 

「賃金助成」と「実施助成」のイメージ 

●  経費助成は、派遣元事業主と派遣先事業主がOff-JTに要した経費の合計額[その額が上記の訓

練時間の区分に応じた上限額を超える場合は、その上限額（派遣元事業主と派遣先事業主の

いずれかが中小企業の場合は中小企業の額）]に、この合計額のうち派遣元事業主または派遣

先事業主が支出した経費額が占める割合をかけた額を支給します。 

●  正規雇用等転換コースの額は、平成26年3月1日から平成28年3月31日までの間に直接雇用

した場合の支給額です。平成26年2月28日までと平成28年4月1日以降に直接雇用した場合

の支給額は､①１人当たり40万円（30万円）、②１人当たり20万円（15万円）です。 

●  正規雇用等転換コースは、１年度１事業所当たり15人が上限となります。 

     （平成28年度以降は10人が上限） 

●  対象者が母子家庭の母等または父子家庭の父の場合、正規雇用等転換コースの支給額に、１

人当たり①10万円、②５万円を加算します（中小企業、大企業ともに同額）。 

 

資本金の額・出資の総額 常時雇用する労働者の数 

小売業（飲食店を含む） 5,000万円以下 

ま
た
は 

 50人以下 

サービス業 5,000万円以下 100人以下 

卸売業 １億円以下 100人以下 

その他の業種 ３億円以下 300人以下 

※ 中小企業事業主の範囲 

●  カッコ内は大企業の金額 

●  人材育成コースの企業規模は、訓練計画届の提出時の内容で決定します（訓練計画届の提出

後に企業規模が変更になった場合であっても助成額の変更は行いません）。また、正規雇用

等転換コースの企業規模は、支給申請書の提出時の内容で決定します。 

●  1人当たりのOff-JTの賃金助成時間数は、1コースにつき1,200時間を限度とします。 

●  経費助成については、実費が上記の額を下回る場合は実費を限度とします。 

●  1人当たりのOJTの実施助成時間数は、1コースにつき680時間を限度とします。 

● 1年度1事業所当たりの支給限度額は500万円です。 

●  派遣元事業主が対象労働者にOff-JTを実施した場合に、派遣元事業主に賃金助成を支給し、

派遣先事業主が対象労働者にOff-JTを実施した場合に、派遣先事業主に実施助成を支給しま

す。ただし、派遣元事業主への賃金助成と派遣先事業主への実施助成を重複して支給するこ

とはありません。 
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支給対象となる事業主（各コース共通） 

●雇用保険適用事業所の事業主であること 

●雇用保険適用事業所ごとに、キャリアアップ管理者を置いている事業主で

あること 

●雇用保険適用事業所ごとに、対象労働者に対し、キャリアアップ計画を作

成し、管轄労働局長の受給資格の認定を受けた事業主であること 

●キャリアップ計画期間内にキャリアアップに取り組んだ事業主であること 

●支給申請時点において、対象労働者について、事業主都合による解雇をし

ていない（天災、その他やむを得ない理由のために事業の継続が困難と

なったこと、または労働者の責めに帰すべき理由により解雇した場合を除

く）事業主であること 

●この助成金でいう事業主には、民間の事業者のほか、民法上の公益法人、

特定非営利活動促進法上の特定非営利活動法人（いわゆるＮＰＯ法人）、

医療法上の医療法人、社会福祉法上の社会福祉法人なども含まれます。 

キャリアアップ計画とは、「有期契約労働者等のキャリアアップに関する

ガイドライン」*に基づき企業が作成する計画で、有期契約労働者等の

キャリアアップに向けた取り組みを計画的に進めるため、おおまかな取り

組みイメージ（対象者、目標、期間、目標を達成するために事業主が行う

取り組み）をあらかじめ記載していただくものです。 

 ※ キャリアアップ計画作成に当たっての留意点 

キャリアアップ計画とは 

１ ３年以上５年以内の計画期間を定めてください。 

２ 「キャリアアップ管理者」を決めてください。 

３ 「有期契約労働者等のキャリアアップに関するガイドライン」
に沿って、おおまかな取り組みの全体の流れを決めてください。 

４ 対象者、目標、期間、目標を達成するために事業主が講ずる措
置などを記載してください。 

５ 計画の対象となる有期契約労働者および無期雇用労働者の意見
が反映されるよう、労働組合などの労働者の代表から意見を聴い
てください。 

                                  
＊ガイドラインは26ページに掲載しています。 



①キャリアアップ計画期間 平成25年６月１日～平成28年５月31日 

②キャリアアップ計画期間

中に講じる措置の項目 

１ 正規雇用等転換コース ２ 人材育成コース   

３ 処遇改善コース    ４ 健康管理コース   

５ 短時間正社員コース  ６ 短時間労働者の週所定労働時間延長コース 

③対象者 
＜正規雇用等転換コース・人材育成コース＞ 

・紹介予定派遣により受け入れる派遣労働者 

④目標 

（人材育成を講じる場合、

訓練後に期待されるスキ

ルや能力、その達成状況

に応じた処遇の在り方） 

＜正規雇用等転換コース＞ 

・紹介予定派遣により受け入れる派遣労働者（○名程度）を正規雇用

労働者として雇用する。 

＜人材育成コース＞ 

・職業訓練を通じて○○に関する知識・技能を習得させる。また、訓練

の達成状況により正規雇用労働者としての雇用につなげる。 

⑤目標を達成するために講

じる措置 

＜正規雇用等転換コース＞ 

・正規雇用労働者へ転換するための職業能力評価などを実施 

＜人材育成コース＞ 

・○○に関する知識・技能を習得するため職業訓練の実施 

⑥キャリアアップ計画全体

の流れ 

 

＜正規雇用等転換コース＞ 

・紹介予定派遣により受け入れる派遣労働者を正規雇用労働者として

雇用する制度の整備を行い、対象となる派遣労働者の職業能力評価な

どにより、正規雇用労働者としての雇用を判断する。 

＜人材育成コース＞ 

・紹介予定派遣により受け入れる派遣労働者に対し、必要な知識・技能

を習得するため職業訓練を行う。 
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①キャリアアップ計画期間 平成25年６月１日～平成28年５月31日 

②キャリアアップ計画期間

中に講じる措置の項目 

１ 正規雇用等転換コース ２ 人材育成コース   

３ 処遇改善コース    ４ 健康管理コース   

５ 短時間正社員コース  ６ 短時間労働者の週所定労働時間延長コース 

③対象者 
＜人材育成コース＞ 

・紹介予定派遣により派遣する派遣労働者 

④目標 

（人材育成を講じる場合、

訓練後に期待されるスキ

ルや能力、その達成状況

に応じた処遇の在り方） 

＜人材育成コース＞ 

・職業訓練を通じて○○に関する知識・技能を習得させる。また、訓練

の達成状況により派遣先事業所における正規雇用労働者としての雇用

へつなげる。 

⑤目標を達成するために講

じる措置 

＜人材育成コース＞ 

・○○に関する知識・技能を習得するため職業訓練の実施 

⑥キャリアアップ計画全体

の流れ 

 

＜人材育成コース＞ 

・紹介予定派遣で派遣する派遣労働者に対し、必要な知識・技能を習得

するため職業訓練を行う。 

◆ 派遣元事業主                                                                     

◆ 派遣先事業主                                                  

キャリアアップ計画（作成例）                                                                     
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支給対象となる事業主（人材育成コース） 

紹介予定派遣による派遣労働者に職業訓練を実施する事業主で、次の(1)に

該当する派遣元事業主、または(2)に該当する派遣先事業主であること 

 (1) 次のa～gのすべてに該当する派遣元事業主であること 

 a 紹介予定派遣による派遣労働者を雇用する事業主であること 

 b 対象労働者に対し、紹介予定派遣による労働者派遣契約を締結してい

る派遣先事業主と共同で職業訓練計画を作成し、管轄労働局長の受給

資格認定を受けた事業主であること 

 c 受給資格認定による職業訓練計画に基づき、訓練を実施した事業主で

あること 

 d 訓練時間内の対象労働者に対する賃金を支払う事業主であること 

 e 次の(a)～(c)の書類を整備している事業主であること 

   (a) 対象労働者についての職業訓練などの実施状況を明らかにする書類 

   (b) 職業訓練などにかかる経費などの負担の状況を明らかにする書類 

     (c) 対象労働者に対する賃金の支払いの状況を明らかにする書類 

   f 職業訓練計画を提出した日の前日から起算して６か月前の日から、その

職業訓練でのキャリアアップ助成金の支給申請書の提出日までの間に、

職業訓練計画を実施した事業所で、雇用保険被保険者（雇用保険法第

38条第１項に規定する短期雇用特例被保険者および同法第43条第１項

に規定する日雇労働被保険者を除く。以下同じ）を解雇など事業主の

都合により離職させた事業主（天災その他やむを得ない理由のため事

業の継続が不可能となったこと、または労働者の責めに帰すべき理由

により解雇した事業主を除く）以外の者であること 

   g 職業訓練計画を提出した日の前日から起算して６か月前の日から、そ

の職業訓練でのキャリアアップ助成金の支給申請書の提出日までの間

に、職業訓練計画を実施した事業所で、特定受給資格離職者（雇用保

険法第23条第１項に規定する特定受給資格者となる離職理由のうち離

職区分１Ａまたは３Ａに区分される離職理由により離職した者をいう。

以下同じ）として雇用保険法第13条に規定する受給資格の決定が行わ

れたものの数を、この事業所での支給申請書提出日の被保険者数で

割った割合が６％を超えている（特定受給資格離職者として受給資格

の決定が行われたものの数が３人以下である場合を除く）事業主以外

の者であること 
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(2) 次のa～fのすべてに該当する派遣先事業主であること 

    a 紹介予定派遣による派遣労働者をその指揮命令の下に労働させる事業

主であること 

    b 対象労働者に対し、紹介予定派遣による労働者派遣契約を締結してい

る派遣元事業主と共同で職業訓練計画を作成し、管轄労働局長の受給資

格認定を受けた事業主であること 

    c 受給資格認定による職業訓練計画に基づき、訓練を実施した事業主で

あること 

    d 次の(a)(ｂ)の書類を整備している事業主であること 

      (a) 対象労働者についての職業訓練などの実施状況を明らかにする書類 

      (b) 職業訓練などにかかる経費などの負担の状況を明らかにする書類 

    e 職業訓練計画を提出した日の前日から起算して６か月前の日から、そ

の職業訓練でのキャリアアップ助成金の支給申請書の提出日までの間に、

職業訓練計画を実施した事業所で、雇用保険被保険者を解雇など事業主

の都合により離職させた事業主（天災その他やむを得ない理由のため事

業の継続が不可能となったこと、または労働者の責めに帰すべき理由に

より解雇した事業主を除く）以外の者であること 

    f 職業訓練計画を提出した日の前日から起算して６か月前の日から、そ

の職業訓練でのキャリアアップ助成金の支給申請書の提出日までの間に、

職業訓練計画を実施した事業所で、特定受給資格離職者として雇用保険

法第13条に規定する受給資格の決定が 行われたものの数を、この事業

所での支給申請書提出日の被保険者数で割った割合が６％を超えている

（特定受給資格離職者として受給資格の決定が行われたものの数が３人

以下である場合を除く）事業主以外の者であること 
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支給対象となる事業主（正規雇用等転換コース） 

(1) 正規雇用等転換コースのうち、その指揮命令の下に労働させた派遣労働

者
※1

を正規雇用労働者として直接雇用するコースを労働協約または就業

規則に規定した事業主であって、そのコースの規定に基づき、その指揮

命令の下に労働させた派遣労働者を正規雇用労働者として直接雇用
※2※3

したものであること 

(2) 派遣先の事業所その他派遣就業（派遣法第23条の２に規定する派遣就業

をいう。以下同じ）場所ごとの同一の業務について６か月以上の期間継

続して労働者派遣を受け入れている事業主であること 

(3) 上記(1)により直接雇用された労働者に対して直接雇用後の処遇適用後６

か月分（通常の勤務をした日数が11日未満の月は除く）の賃金を支給し

た事業主であること 

(4) 支給申請日において、そのコースを継続して運用している事業主である

こと 

(5) 直接雇用日の前日から起算して過去６か月から１年を経過した日までの

間に、その直接雇用を行った適用事業所において、雇用保険被保険者を

解雇など事業主都合により離職させた事業主（天災その他やむを得ない

理由のため事業の継続が不可能となったこと、または労働者の責めに帰

すべき理由により解雇した事業主を除く）以外の者であること 

(6) 直接雇用日の前日から起算して６か月前の日から１年を経過した日まで

の間に、その直接雇用を行った適用事業所において、特定受給資格離職

者として雇用保険法第13条に規定する受給資格の決定が行われたものの

数を、この事業所における直接雇用を行った日における被保険者数で

割った割合が６％を超えている（特定受給資格離職者として受給資格の

決定が行われたものの数が３人以下である場合を除く）事業主以外の者

であること 

(7) このコースの適用に当たり、面接試験や筆記試験など適切な手続き、要

件（勤続年数、人事評価結果、所属長の推薦などの客観的に確認可能な

要件・基準など）、実施時期を労働協約または就業規則に明示している

事業主であること 
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(8) 上記(1)のコースを含め、雇用する労働者を他の雇用形態に転換するコー

スについて、その対象となる労働者本人の同意に基づく制度として運用

している事業主であること 

(9) 正規雇用労働者として直接雇用した日以降の期間について、この者を雇

用保険の被保険者として適用させている事業主であること 

(10) 正規雇用労働者として直接雇用した日以降の期間について、この者を

社会保険の被保険者として適用させている（社会保険適用事業所の要件

を満たす事業所の事業主に雇用されている場合であって、社会保険の適

用要件を満たすときに限る）事業主であること 

  ※１ 以下のいずれかに該当する者に限る。 

① 期間の定めのある労働契約を締結する者 

② 期間の定めのない労働契約を締結する者（正社員待遇を受けて

いるものを除く） 

※２ 派遣法第40条の４および第40条の５の雇用契約の申し込みの対

象になる者を直接雇用する場合を除く。 

※３ 労働者派遣の受入れ期間（派遣法第26条第１項第４号に規定する

労働者派遣の期間をいう）の終了の日までの間に、派遣先に雇用さ

れることを希望するものとの間で労働契約を締結するものに限る。 

        なお、「労働者派遣の受入れ期間の終了の日までに・・・締結す

るもの」とは、同日までの間にこの派遣労働者を労働させ、賃金を

支払うことを約束し、または通知した場合は、この派遣労働者に対

し、労働契約の申込をしたこととなり、就業を開始する日が労働者

派遣の期間の終了の日の翌日から起算して１か月以内であるときを

含むものとして取り扱う。  
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支給対象となる労働者（人材育成コース） 

紹介予定派遣による派遣労働者として有期実習型訓練を実施する派遣元事業

主に雇用され、派遣先事業主の指揮命令の下に労働する労働者で、次の

(1)(2)のいずれにも該当する労働者であること 

(1) 登録キャリア・コンサルタント（13ページ参照）により、職業能力形成

機会に恵まれなかった者 [次の(a) または(b)に該当する者をいう]とし

て有期実習型訓練に参加することが必要と認められ、ジョブ・カードの

交付を受けた者であること 

(a) 訓練実施分野において過去５年以内におおむね３年以上継続して正

規雇用されたことがない者であること 

(b) 上記(a)に該当する者以外の者で、過去５年以内に半年以上休業して

いた者、従事していた労働が単純作業で、体系立てられた座学の職

業訓練の受講経験が全くない者など、過去の職業経験の実態などか

ら有期実習型訓練への参加が必要と認められる者であること 

(2) 正規雇用労働者として雇用することを前提に雇い入れられた労働者（有

期実習型訓練 の終了後に有期実習型訓練の評価結果に基づき、正規雇用

労働者への転換を検討することを予定して雇い入れられた労働者は除

く）ではないこと 

※ 公的な職業訓練終了後６か月以内の者は有期実習型訓練の対象者とな

りません。 

支給対象となる労働者（正規雇用等転換コース） 

(1) 同一の業務について６か月以上の期間継続して労働者派遣を受け入れて

いる派遣先の事業所その他派遣就業場所において同一の業務に従事して

いる派遣労働者であること 

(2) 正規雇用労働者として雇用することを前提として雇い入れられた労働者

ではないこと 

(3) 正規雇用労働者に直接雇用される場合、この直接雇用の前日から起算し

て過去３年以内に、この事業主の事業所で正規雇用労働者、または短時

間正社員として雇用されたことがない労働者であること 
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支給対象となる訓練 

訓練内容 自社内でのOJTと教育訓練機関などで実施するOff-JT

を組み合わせた訓練であって、全体の訓練時間数の

OJTの占める割合が１割以上９割以下であること 

●OJTは、訓練の科目、職種などの内容に関する専門的な知識や技能

を有する指導者の指導のもとで実施する必要があります。 

●Off-JTは、①外部の教育訓練機関などで実施する方法、②外部の教

育訓練機関などの講師を招聘して自社内で実施する方法、③自社の

従業員を講師として自社内で実施する方法により実施することがで

きます。ただし、③の方法による場合は、講師となる従業員に一定

の要件（その分野の職務に関する実務経験が通算しておおむね５年

以上あることなど）が必要となります。 

訓練時間数 ６か月当たりに換算した訓練時間数が425時間以上で

あること 

訓練期間 ３か月以上６か月以下であること 

 ●紹介予定派遣の期間内である必要があります。 

訓練カリキュラム OJTとOff-JTのそれぞれについて、訓練科目名、実施

内容、実施時間などが明確に示された訓練カリキュラ

ムを作成すること 

ジョブ・カード 評価シート（ジョブ・カード様式４）を作成し、それ

によって訓練受講者の職業能力を評価すること 

●評価シート（ジョブ・カード様式４）に設定する評価項目は、汎用

性のある職業能力評価基準（17ページ参照）から半数を超える項

目を引用して設定する必要があります。 

訓練の実施体制 訓練の指導および職業能力の評価に係る担当者および

責任者を選任していること 

その他 訓練を修了した訓練受講者の労働契約の更新などの取

り扱いなどを定めていること 

助成金の支給を受けようとする事業主は、以下の要件などに該当する訓練実

施計画（訓練計画届）を作成し、都道府県労働局長から訓練の要件に該当す

る旨の確認を受ける必要があります。 
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※人材育成コースの対象となるOff-JTの経費 

事業内訓練 
 

事業主が企画し 

主催するもの 

①外部講師（社外の者に限る）の謝金・手当 

 （所得税控除前の金額。旅費・車代・食費・宿泊費などは対象外） 

  ※１時間当たり３万円が上限 

②施設・設備の借上料 

 （教室、実習室、マイク、ビデオなど、訓練で使用する備品の借料で、支

給対象コースのみに使用したことが確認できるもの） 

③学科または実技の訓練に必要な教科書などの購入または作成費 

 （支給対象コースのみで使用するもの） 

事業外訓練 
 

事業主以外の者が 

企画し主催するもの 

 受講に際して必要となる入学料、受講料、教科書代など 

（国や都道府県から補助金を受けている施設の受講料※や受講生の旅費などは 

   支給対象外） 

 ※ 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の職業能力開発施設が実施している訓練の受

講料、都道府県から「認定訓練助成事業費補助金」を受けている認定訓練の受講料、キャリ

ア形成促進助成金の団体等実施型訓練の訓練実施計画書を提出している事業主団体などが実

施する職業訓練の受講料 など 

●趣味・教養と区別のつかない訓練などは対象となりません。 

●訓練に付随する内容については、原則、助成対象となりません。ただし、訓練と訓練の間にとる小
休止については1日1時間まで、開講式、閉講式、オリエンテーションなどについては、合計10時間
までは助成対象時間に含めることができます。 

●通信講座やe-ラーニングなどは訓練指導者と受講者の対面方式が確保されず、受講者の理解度を

把握した上での訓練進行が困難になるため認められません。 

●支給対象となる経費は、支給申請日までに事業主の支払いを終えている経費に限ります。 

●支給対象となる経費は、消費税相当分を含みます。 

 

ジョブ・カードは、①履歴シート（様式１）、②職務経歴シート（様式２）、 

③キャリアシート（様式３）、④評価シート（様式４）の４つのシートで構成さ

れるファイルです。 

ジョブ・カードとは？ 

【①履歴シート－１】 
【①履歴シート－２】 

【②職務経歴シート】 
【③キャリアシート】 

【④評価シート】 
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   有期実習型訓練では、訓練の実施段階に応じて、次のように活用します。 

＜ステップ１＞ キャリア・コンサルティング 

訓練開始前に、登録キャリア・コンサルタントが、訓練受講予定者に対し、①から③

のシートを活用したキャリア・コンサルティングを実施します。訓練受講予定者が

キャリア・コンサルティングを受けることにより、自己の職業能力などに対する理解

を深め、訓練に対するモチベーション・意識を高めることができます。 

                                  

＜ステップ２＞ 訓練受講予定者の募集・応募※ 

訓練受講予定者が、ステップ１で作成した①から③のシートを応募書類として活用し、

訓練実施企業の求人に応募します。①から③のシートには、履歴書よりも詳細な情報

が記載されているため、訓練受講予定者の職業能力などを客観的に評価できます。 

※ 派遣元事業主がハローワークなどに求人を提出して訓練受講者を募集する場合に限ります。                                  

＜ステップ3＞ 訓練の実施 

訓練実施企業では、④のシートを活用して訓練受講者に訓練の到達目標（訓練によっ

て習得する職業能力）を示します。④のシートを活用することにより、訓練を円滑に

実施できます。                                  

＜ステップ４＞ 訓練受講者の職業能力の評価 

 訓練実施企業では、④のシートを活用して、訓練受講者の職業能力を評価します。

訓練実施企業は、④のシートを訓練終了後の訓練受講者の処遇を検討する際の参考

にできます。また、訓練受講者は、④のシートを転職する場合などの応募書類とし

て活用できます。                                 

●登録キャリア・コンサルタントとは、ジョブ・カードを交付できるキャリア・コンサ

ルタントとして厚生労働省または登録団体に登録された者です。ハローワークやジョ

ブ・カードセンターなどに所属しています。 

●ジョブ・カード様式は厚生労働省のホームページからダウンロードできます。

http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/job_card01/jc03.html 

 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/job_card01/jc03.html
http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/job_card01/jc03.html
http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/job_card01/jc03.html
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●訓練カリキュラムの参考例● 

訓練コース名 金属プレス加工実践コース 座学等 
(Off-JT)

の 
実施主体 

備考 

有
期
実
習
型
訓
練
の
内
容 

職務名または教科名 職務または教科の内容 時間 

実
習
（
Ｏ
Ｊ
Ｔ
） 

安全衛生作業 
安全活動（５S、KYT、ヒヤリハット）、QC活動、労働
安全衛生法、環境対策、廃棄物処理 

340 
  

金型構造理解・
金型整備作業 

金型交換作業の見習い、折損等確認､清掃・点検 

打ち抜き加工 
作業 

打ち抜き加工機械の操作､試し検査､片付け、金型交換作
業の見習い 

プレス曲げ加工
作業 

プレス曲げ加工機械の操作､試し検査､片付け、金型交換
作業の見習い 

折り曲げ加工 
作業 

折り曲げ加工機械の操作､試し検査､片付け、金型交換作
業の見習い 

絞り加工作業 
絞り加工機械の操作､試し検査､片付け、金型交換作業の
見習い 

成形加工作業 
成形加工機械の操作､試し検査､片付け、金型交換作業の
見習い 

順送加工作業 
機械の動作状態の監視、材料補充、順送加工機械の操作、
製品の検査､片付け、金型交換作業の見習い 

OJT計 340時間 

座
学
等
（
Ｏ
ｆ
ｆ-

Ｊ
Ｔ
） 

学 

科 

職業能力基礎 
講習 

ビジネスマナー、コミュニケーション、チームワーク、
企業活動（事業領域、組織、経営理念、社是等）の理解、
職業倫理とコンプライアンス、接遇（身だしなみ、態度、
CS（顧客満足））、ホスピタリティ 

9 
○○ｽｸｰﾙ 
（派遣元 
 実施）  

安全衛生 

５Ｓ（整理、整頓、清掃、清潔、しつけ）、安全装置や
保護具の用途と安全作業（安全点検、ＫＹ活動）、QC、
労働災害の防止、健康管理、メンタルヘルス、リスクア
セスメント、環境問題、製造物責任（PL） 

3 

○○訓練校
（派遣先 
 実施） 

 

金型の構造・ 
整備の基本知識 

金型に関する知識(種類､基本構造､機能､外観検査方法､
潤滑方式)、整備・補修に必要な図面の解読 

5 

○○訓練校
（派遣先 
 実施） 

 

プレス加工の 
基本知識 

プレス加工に関する知識(関連法令､安全作業法､プレス
加工の種類、プレス材料に関する知識(種類､性質､欠陥
検査方法)） 

12 

○○訓練校
（派遣先 
 実施） 

 

OJT前の 
基本知識
の付与 

能力評価 オリエンテーション、能力評価 10 

実
技 

安全衛生作業 
安全活動（５S、KYT、ヒヤリハット）、QC活動、衛生
管理実務、救急法（心肺蘇生、AED操作方法）、プレス
加工特有の安全作業（安全囲い、安全装置） 

9 

○○訓練校
（派遣先、
派遣元共同

実施） 

  

金型取扱の 
基本実技 

金型の種類・構造・機能､交換作業の見習い､外観検査
(検査機器の種類､操作方法)､整備､保管 

12 

○○訓練校
（派遣先、
派遣元共同

実施） 

OJT前の 
基本知識
の付与  

  プレス機械の 
基本実技 

プレス機械の種類・構造・機能､仕様・能力､操作､点検･
整備 

25 

○○訓練校
（派遣先、
派遣元共同

実施） 

Off-JT計 85時間 
  

有期実習型訓練合計 425時間 
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●評価シートの参考例● 

訓練の職務　　　プレス加工

　　　　　　　　訓練参加者氏名　　（氏　　　　名）

平成　　年　　月　　日

実習実施企業　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価責任者氏名・印）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者氏名・代表者印）

Ⅰ　企業実習・ＯＪＴ期間内における職務内容

Ⅱ　職務遂行のための基本的能力　　（「職務遂行のための基準」ごとに、該当する欄に○を記載）

A：常にできている　B：大体できている　C：評価しない　　　 「評価を行わなかった」場合は／（斜線）でＣ欄を消す

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

(1) 法令や職場のルール、慣行などを遵守している。

(2) 出勤時間、約束時間などの定刻前に到着している。

(3) 上司・先輩などからの業務指示・命令の内容を理解して従っている。

(4) 仕事に対する自身の目的意識や思いを持って取り組んでいる。

(5) お客様に納得・満足していただけるよう仕事に取り組んでいる。

(1) 一旦引き受けたことは途中で投げ出さずに、最後までやり遂げている。

(2) 上司・先輩の上位者や同僚、お客様などとの約束事は誠実に守っている。

(3) 必要な手続や手間を省くことなく、決められた手順どおり仕事を進めている。

(4) 自分が犯した失敗やミスについて、他人に責任を押し付けず自分で受け止めている。

(5) 次の課題を見据えながら、手がけている仕事に全力で取り組んでいる。

(1) 職場において、職務にふさわしい身だしなみを保っている。

(2) 職場の上位者や同僚などに対し、日常的な挨拶をきちんと行っている。

(3) 状況に応じて適切な敬語の使い分けをしている。

(4) お客様に対し、礼儀正しい対応（お辞儀、挨拶、言葉遣い）をしている。

(5) 接遇時、訪問時などに基本的なビジネス・マナーを実践している。

(1) 上司・先輩などの上位者に対し、正確にホウレンソウ（報告・連絡・相談）をしている。

(2) 自分の意見や主張を筋道立てて相手に説明している。

(3) 相手の心情に配慮し、適切な態度や言葉遣い、姿勢で依頼や折衝をしている。

(4) 職場の同僚等と本音で話し合える人間関係を構築している。

(5) 苦手な上司や同僚とも、仕事上支障がないよう、必要な関係を保っている。

(1) 余裕がある場合には、周囲の忙しそうな人の仕事を手伝っている。

(2) チームプレーを行う際には、仲間と仕事や役割を分担して協同で取り組んでいる。

(3) 周囲の同僚の立場や状況を考えながら、チームプレーを行っている。

(4) 苦手な同僚、考え方の異なる同僚であっても、協力して仕事を進めている。

(5) 職場の新人や下位者に対して業務指導や仕事のノウハウ提供をしている。

(1) 仕事を効率的に進められるように、作業の工夫や改善に取り組んでいる。

(2) 必要性に気づいたら、人に指摘される前に行動に移している。

(3) よいと思ったことはどんどん上位者に意見を述べている。

(4) 未経験の仕事や難しい仕事でも「やらせてほしい」と自ら申し出ている。

(5) 新しい仕事に挑戦するため、資格取得や自己啓発などに取り組んでいる。

(1) 作業や依頼されたことに対して、完成までの見通しを立てて、とりかかっている。

(2) 新しいことに取り組むときには、手順や必要なことを洗い出している。

(3) 仕事について工夫や改善を行った内容を再度点検して、さらによいものにしている。

(4) 上手くいかない仕事に対しても、原因をつきとめ、再チャレンジしている。

(5) 不意の問題やトラブルが発生したときに、解決するための対応をとっている。

　(総評・コメント)

（１）基本的事項 　（「職務遂行のための基準」ごとに、該当する欄に○を記載）

A：常にできている　B：大体できている　C：評価しない　　　 「評価を行わなかった」場合は／（斜線）でＣ欄を消す

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

(1) 会社や工場の定める安全規程の内容を正しく理解し、これに反する行動は行っていない。 B002101

(2)
環境問題に対する意識をもち、廃液・廃棄物の処理やリサイクル・分別収集など、ルールに則った行動をとっ
ている。

B002101

(3) 事故防止のため心身の健康を自己管理している。 B002101

(4) 作業場を常に整理するなど、危険を誘発する要因の除去に努めている。 B002101

(5)
「多分大丈夫だろう」という意識ではなく、「ひょっとしたら事故が起きるかもしれない」という問題意識を
もって、日頃から慎重に作業を行っている。

B002101

Ⅲ　技能・技術に関する能力

能力ユニット
自己評価 企業評価

職　務　遂　行　の　た　め　の　基　準 コード

安全衛生及び諸ルールの遵
守

責任感（社会の一員として
の自覚を持って主体的に職
務を遂行する能力）

ビジネスマナー（円滑に職
務を遂行するためにマナー
の良い対応を行う能力）

コミュニケーション（適切
な自己表現・双方向の意思
疎通を図る能力）

チームワーク（協調性を発
揮して職務を遂行する能
力）

チャレンジ意欲(行動力・
実行力を発揮して職務を遂
行する能力）

考える力（向上心・探求心
を持って課題を発見しなが
ら職務を遂行する能力）

ジョブ・カード様式４〔評価シート〕

　　上記の者の訓練期間における訓練職務内容と当社としての職業能力についての評価は、以下のとおりですので、

　今後のキャリア形成の参考にしてください。

期　　　間 区分 職　務　内　容

働く意識と取組（自らの職
業意識・勤労観を持ち職務
に取り組む能力）

平成○○年○月○日～
　平成○○年○月○日

企業実習
又は
ＯＪＴ

能力ユニット
自己評価 企業評価

職　務　遂　行　の　た　め　の　基　準
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(1) 生産全体の中での自分の担当工程や担当作業の役割を正しく理解している。 B002101

(2) 加工、組立、検査、保全など担当作業の標準作業を把握し、正しい方法で作業を行っている。 B002101

(3)
作業の実施方法や実施手順に曖昧な点がある場合には、曖昧なままにすることなく必ず上司や先輩に質問し解
決している。

B002101

(4) 自分なりに工夫しながら仕事を行い、些細なことであっても改善を試みている。 B002101

(5) 常に身の回りの整理・整頓や清掃を行うなど、作業しやすく衛生的な環境づくりを行っている。 B002101

(6) 小集団活動など組織的に改善活動に取り組んでいる場合には、積極的に活動に参加している。 B002101

(1) 自社（工場）の組織構造、各工程の役割分担等について一通り理解している。 B002101

(2) 同僚や先輩から上手な仕事のやり方やコツを吸収している。 B002101

(3) 上司や先輩からの助言や指導に沿った行動をとっている。 B002101

(4)
担当外の事項に関する依頼であっても、丁寧に対応したり担当者を紹介したりするなど、周囲との友好関係・
信頼関係の構築に努めている。

B002101

(5)
前後シフトや前後工程の担当者との間に協力的な関係を構築すべく、日頃からコミュニケーションに努めてい
る。

B002101

(6)
会社行事や各種懇親会など、仕事以外の集まりにも積極的に参加し、職場以外の人的ネットワークを広げるよ
う努めている。

B002101

　(総評・コメント)

（２）専門的事項 　（「職務遂行のための基準」ごとに、該当する欄に○を記載）　　　　　（評価基準の出所：モデル評価シート）

A：常にできている　B：大体できている　C：評価しない　　　 「評価を行わなかった」場合は／（斜線）でＣ欄を消す

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

(1) 地球環境問題や地域の環境問題などに関心を持ち、環境保全への取組みの背景を理解している。 H340231

(2)
自社の企業理念や環境方針について、どのような環境保全に取り組まなければならないのか、行動指針として
理解している。

H340231

(3) 金属プレス加工業の特徴、自社の特徴をとらえ、自分の業務における環境負荷を理解している。 H340231

(4) 潤滑油の環境に与える影響について概略を理解している。 H340231

(5) 自分たちの業務において、著しい環境影響を与える業務を理解している。 H340231

(6) 自分の業務に適用される環境関連法規を理解している。 H340231

(7) 金属プレス加工業の特徴、自社の特徴をとらえた効果的な環境保全活動を実施している。 H340231

(8) 日常生活においても、省エネ・省資源などの環境に配慮した行動をとっている。 H340231

(1) 金型や部品の種類、基本構造及び機能を理解し、関連知識の習得に努めている。 H340231

(2) 上司や先輩の指導のもと、金型を分解し、折れこみやへたり、折損等がないか確認している。 H340231

(3)
金型のクリアランスを確保する上で重要で、かつ金型の整備に必要な締付け具などの組立装置、治工具を基本
的に把握している。

H340231

(4) 上司や先輩の指導や助言を得ながら、整備・補修に必要な図面を解読している。 H340231

(5) 使用後の金型の保管前の清掃・点検を行う手順について理解している。 H340231

(1)
上司や先輩の指導のもと、作業手順書（作業マニュアル）に基づいて、作業の段取り、指定材料の準備、試し
加工及び調整を行っている。

H340231

(2)
打ち抜き加工を行う場合のパンチとダイのクリアランスは、打ち抜いた製品のせん断切り口や精度に影響する
等の特徴を把握している。

H340231

(3)
上司や先輩の指導のもと、作業手順書（作業マニュアル）に基づいて、かえり等が大きく現れないよう、パン
チやダイの刃先の摩耗に注意しながら、打ち抜き加工作業を行っている。

H340231

(4) 上司や先輩の助言を得ながら、加工作業の終了後は後始末を実施している。 H340231

(5) 金属プレス加工現場の５Ｓ（整理・整頓・清潔・清掃・しつけ）を意識して作業に取り組んでいる。 H340231

(6)
上司や先輩の指導のもと、プレス機械、プレス機械の附属装置、金型、安全装置、その他の工具の点検を行っ
ている。

H340231

(7)
上司や先輩の指導のもと、打ち抜き加工製品に関する寸法検査、外観検査、金型に起因する加工欠陥の検査を
行っている。

H340231

(8)
上司や先輩の指導のもと、設備の点検、機器各部の注油及び点検、工具の手入れやメンテナンスを実施してい
る。

H340231

(1)
上司や先輩の指導のもと、作業手順書（作業マニュアル）に基づいて、作業の段取り、指定材料の準備、試し
加工及び調整を行っている。

H340231

(2)
プレス曲げ加工用の機械によるＵ形曲げは、スプリングバックやスプリングゴーによって金型に閉じ込められ
やすい等の特徴を理解している。

H340231

(3) 上司や先輩の指導のもと、作業手順書（作業マニュアル）に基づいて、プレス曲げ加工作業を行っている。 H340231

(4) 上司や先輩の助言を得ながら、加工作業の終了後は後始末を実施している。 H340231

(5) 金属プレス加工現場の５Ｓ（整理・整頓・清潔・清掃・しつけ）を意識して作業に取り組んでいる。 H340231

(6)
上司や先輩の指導のもと、プレス機械、プレス機械の附属装置、金型、安全装置、その他の工具の点検を行っ
ている。

H340231

(7)
上司や先輩の指導のもと、プレス曲げ加工製品に関する、寸法検査、外観検査、金型に起因する加工欠陥の検
査を行っている。

H340231

(8)
上司や先輩の指導のもと、設備の点検、機器各部の注油及び点検、工具の手入れやメンテナンスを実施してい
る。

H340231

(1)
上司や先輩の指導のもと、作業手順書（作業マニュアル）に基づいて、作業の段取り、指定材料の準備、試し
加工及び調整を行っている。

H340231

(2)
折り曲げ機械（フォールディングマシン､ベンディングマシン等）によるＲ曲げは、スプリングバック量が大
きく、多段折れが発生したり、滑り傷が付きやすい等の特徴を理解している。

H340231

(3)
上司や先輩の指導のもと、作業手順書(作業マニュアル)に基づいて、材料をボトムダイ上に位置決めし、トッ
プダイでクランプし、ベンドダイを回転させる事で折り曲げ加工作業を行っている。

H340231

(4) 上司や先輩の助言を得ながら、加工作業の終了後は後始末を実施している。 H340231

(5) 金属プレス加工現場の５Ｓ（整理・整頓・清潔・清掃・しつけ）を意識して作業に取り組んでいる。 H340231

(6)
上司や先輩の指導のもと、プレス機械、プレス機械の附属装置、金型、安全装置、その他の工具の点検を行っ
ている。

H340231

(7)
上司や先輩の指導のもと、折り曲げ加工製品に関する、寸法検査、外観検査、金型に起因する加工欠陥の検査
を行っている。

H340231

(8)
上司や先輩の指導のもと、設備の点検、機器各部の注油及び点検、工具の手入れやメンテナンスを実施してい
る。

H340231

金型構造理解・
金型整備

能力ユニット

自己評価 企業評価

職　務　遂　行　の　た　め　の　基　準

打ち抜き加工

プレス曲げ加工

折り曲げ加工

コード

環境保全への取組

改善活動による問題解決

関係者との連携による業務
の遂行
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    (1)
上司や先輩の指導のもと、作業手順書（作業マニュアル）に基づいて、作業の段取り、指定材料の準備（特に
加工油）、試し加工及び調整を行っている。

H340231

(2)
絞り加工用の金属プレス機械の各部の名称と機能、作業手順、クッション圧力調整の製品しわ・破れへの影
響、および加工品成形時の応力・ひずみの影響などを理解している。

H340231

(3) 上司や先輩の指導のもと、作業手順書（作業マニュアル）に基づいて絞り加工作業を行っている。 H340231

(4) 上司や先輩の助言を得ながら、加工作業の終了後は後始末を実施している。 H340231

(5) 金属プレス加工現場の５Ｓ（整理・整頓・清潔・清掃・しつけ）を意識して作業に取り組んでいる。 H340231

(6)
上司や先輩の指導のもと、プレス機械、プレス機械の附属装置、金型、安全装置、その他の工具の点検を行っ
ている。

H340231

(7)
上司や先輩の指導のもと、絞り加工製品に関する、寸法検査、外観検査、金型に起因する加工欠陥の検査を
行っている。

H340231

(8)
上司や先輩の指導のもと、設備の点検、機器各部の注油及び点検、工具の手入れやメンテナンスを実施してい
る。

H340231

(1) 順送加工における各部構成加工機械の各部の名称と機能、加工工程を理解している｡ H340231

(2) 上司や先輩の指導のもと、作業手順書（作業マニュアル）に基づいて、製品の取出しを行っている。 H340231

(3)
上司や先輩の指導のもと、作業手順書（作業マニュアル）に基づいて、各加工機の加工条件を確認し､順送加
工装置の開始・終了を行っている。

H340231

(4)
上司や先輩の指導のもと、順送加工装置の動作状況を監視し、異常状態を検出した場合には上司に報告してい
る｡

H340231

(5) 上司や先輩の助言を得ながら、加工作業の終了後は後始末を実施している。 H340231

(6) 金属プレス加工現場の５Ｓ（整理・整頓・清潔・清掃・しつけ）を意識して作業に取り組んでいる。 H340231

(7)
上司や先輩の指導のもと、プレス機械、プレス機械の附属装置、金型、安全装置、その他の工具の点検を行っ
ている。

H340231

(8)
上司や先輩の指導のもと、順送加工製品に関する、寸法検査、外観検査、金型に起因する加工欠陥の検査を
行っている。

H340231

(9)
上司や先輩の指導のもと、設備の点検、機器各部の注油及び点検、工具の手入れやメンテナンスを実施してい
る。

H340231

　(総評・コメント)

順送加工

絞り加工

以下に該当するものなどをいいます。 

● 厚生労働省「モデル評価シート」  
http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/job_card01/jobcard05.html 

● 中央職業能力開発協会「職業能力評価基準」 
http://www.hyouka.javada.or.jp/ 

● 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 
  「日本版デュアルシステム訓練修了後の評価項目作成支援ツール」 

http://www.jeed.or.jp/js/kyushoku/dual/course/ndtool2.html 

※ 上記の他、技能検定その他の公的資格制度における試験基準や業界団体などが作
成した企業横断的な評価基準（公表されているもの）を活用することもできます。 

 
 

汎用性のある職業能力評価基準とは？  

● 訓練カリキュラムや評価シートの作成方法、訓練の実施方法等の詳細は、パンフレット「ジョ
ブ・カードを活用した職業訓練『有期実習型訓練』のご案内」をご覧ください。 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/job_card01/pdf/koyoukunren_140410_01.pdf 

● 全国109か所の商工会議所に設置している「ジョブ・カードセンター」で、訓練実施計画の作
成支援などを行っています。効果的に訓練を実施するために、都道府県労働局（またはハロー
ワーク）に訓練実施計画を提出する前に、「ジョブ・カードセンター」で訓練実施計画の作成
支援を受けてください。 

  (ジョブ・カードセンターの所在地)  http://www.jc-center.jp/center.html 

● 日本商会議所に設置している「中央ジョブ・カードセンター」のホームページに、有期実習型
訓練を実施し、訓練受講者を正規雇用した企業の皆さまから寄せられた声（訓練の実例）を掲
載しています。ぜひご覧ください。 

http://www.jc-center.jp/voice.html 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/job_card01/jobcard05.html
http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/job_card01/jobcard05.html
http://www.hyouka.javada.or.jp/
http://www.jeed.or.jp/js/kyushoku/dual/course/ndtool2.html
http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/job_card01/pdf/koyoukunren_140410_01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/bunya/nouryoku/job_card01/pdf/koyoukunren_140410_01.pdf
http://www.jc-center.jp/center.html
http://www.jc-center.jp/center.html
http://www.jc-center.jp/center.html
http://www.jc-center.jp/center.html
http://www.jc-center.jp/center.html
http://www.jc-center.jp/voice.html
http://www.jc-center.jp/voice.html
http://www.jc-center.jp/voice.html
http://www.jc-center.jp/voice.html
http://www.jc-center.jp/voice.html
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手続きの主な流れ 

キャリアアップ計画の作成・提出 

● 派遣元事業主と派遣先事業主のそれぞれが、キャリアアップ計画を作成し、都道府県

労働局（またはハローワーク）に提出してください。都道府県労働局（またはハロー

ワーク）がキャリアアップ計画の内容を確認します。 

 

１ 

訓練実施計画（訓練計画届）の作成・提出 

● 派遣元事業主と派遣先事業主が共同して訓練実施計画（訓練計画届）を作成し、派遣

先事業主が、都道府県労働局（またはハローワーク）に提出してください。都道府県

労働局（またはハローワーク）が訓練実施計画（訓練計画届）の内容を確認します

（提出はキャリアアップ計画と同時に行うことができます）。 

● 提出は原則として訓練開始日の１か月前までにお願いします。 

 

 

２ 

訓練受講者の募集 

① 新たに訓練受講者を雇い入れる場合 

● 派遣元事業主が、ハローワーク、民間職業紹介機関などに求人を提出し、訓練受講

者を募集してください。 

② 既に雇用している労働者に訓練を実施する場合 

  ● 派遣元事業主が、社内で訓練受講者を募集してください。 

 

３ 

キャリア・コンサルティングの実施 

● 訓練受講者は、訓練を開始するまでに登録キャリア・コンサルタントによるキャリ

ア・コンサルティングを受け、ジョブ・カードの交付を受ける必要があります。 

① ハローワークで訓練受講者を募集する場合 

● ハローワークに所属する登録キャリア・コンサルタントが、訓練受講者にキャリ

ア・コンサルティングを実施し、ジョブ・カードを交付します。 

② ハローワーク以外の方法により訓練受講者を募集する場合 

または既に雇用している労働者に訓練を実施する場合 

● ジョブ・カードセンターなどに所属する登録キャリア・コンサルタントが、訓練受

講者にキャリア・コンサルティングを実施し、ジョブ・カードを交付します。ジョ

ブ・カードセンターなどにキャリア・コンサルティングの実施を依頼してください。 

 

４ 
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訓練の実施 

● 訓練実施計画に基づき訓練を実施してください。 

● 訓練は、訓練実施計画（訓練計画届）の提出日から６か月以内に開始する必要があり

ます。 

● 訓練の開始日の前日までに、訓練受講者のジョブ・カード（様式２および様式３）と

雇用契約書等の写しを都道府県労働局（またはハローワーク）に提出する必要があり

ます。 

    ※ 訓練開始日と訓練受講者の雇い入れ日が同日となるなど、訓練開始日の前日までに提出

することができない場合は、提出が可能となった後、速やかに提出してください。 

 

 

5 

訓練開始届の提出 

● 派遣先事業主が、訓練開始日の翌日から起算して１か月以内に都道府県労働局（また

はハローワーク）に訓練開始届を提出してください。 

６ 

訓練の終了・キャリアアップ助成金の支給申請 

● 派遣先事業主が、支給申請書を労働局（またはハローワーク）へ提出してください。

人材育成コースの支給申請書は、訓練の終了日の翌日から起算して2か月以内に提出

する必要があります。 

 

７ 

● 訓練実施計画の内容に変更がある場合は、原則、変更内容が生じる前までに計画変更届を提出
する必要があります。 

● 訓練の開始後に訓練受講者を増やすことはできません。 

● ジョブ・カードセンターでは、原則として予約制によってキャリア・コンサルティングを実施
しています。混雑の状況によって訓練開始予定日までにキャリア・コンサルティングを実施で
きない場合がありますので、ジョブ・カードセンターにキャリア・コンサルティングを依頼す
る場合は、余裕をもってお申し込みください。 
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訓練計画届の提出 

派遣元事業主と派遣先事業主が共同して、訓練計画届と(1)～(9)の書類を準

備し、原則として、訓練開始日の１か月前までに、派遣先事業主が都道府県

労働局（またはハローワーク）に提出してください。 

(1) 中小企業事業主である場合、中小企業事業主であることを確認できる 

書類 

a 企業の資本の額または出資の総額により、中小企業事業主に当たる場合 

登記事項証明書、資本の額または出資の総額を記載した書類など 

b 企業全体の常時使用する労働者の数により中小企業事業主に当たる場合 

事業所確認票（様式第８号）   

(2) ジョブ・カード様式４（評価シート） 

(3) 有期実習型訓練の訓練カリキュラム［様式第４号（別添様式） ］ 

(4) Off-JTの講師要件を確認する書類（自社の従業員を講師として実施する

場合のみ添付） 

(5) 訓練期間中の対象労働者の労働条件を確認できる書類（労働条件通知書、

雇用契約書など） 

(6) ジョブ・カード様式２（職務経歴シート）、様式３（キャリアシート） 

(7) 卒業証書など（新規学校卒業者に対して実施する場合に限る） 

(8) 紹介予定派遣に係る労働者派遣契約書 

(9) その他、管轄労働局長が必要と認める書類 

※１ (1)の書類は、派遣元事業主と派遣先事業主それぞれの提出が必要です。 

※２ (５)～(７)の書類は、管轄労働局長による訓練計画届の確認を受けてか

ら、訓練受講予定者が登録キャリア・コンサルタントによるキャリア・

コンサルティングを受けた後、訓練開始日の前日までに提出してくださ

い。なお、訓練開始日と雇い入れ日が同日となるなど、訓練開始日の前

日までに提出できない場合は、提出が可能なった後、速やかに提出して

ください。 

※３ (６)の書類は、学生ジョブ・カード様式に代えることができます。また、

新規学校卒業予定者の場合は省略することができます。 
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訓練計画変更届の提出 

訓練実施計画（訓練計画届）の確認を受けた後に、訓練内容などを変更する

場合は、訓練計画変更届と変更に関する書類を、派遣先事業主が都道府県労

働局（またはハローワーク）に提出してください。 

なお、次の場合には、計画変更届の提出は不要です。 

(1) 企業規模を変更する場合 

(2) 受講予定者数を減らす場合 

(3) 訓練類型を変更する場合 

(4) 支給予定額を減額する場合 

(5) 所要期間を変えずに、訓練の初日・最終日を変更する場合 

(6) OJTとOff-JTそれぞれの総実施時間数を変えずに、科目の実施時間を変

更する場合 

支給申請書（人材育成コース）の提出 

派遣元事業主と派遣先事業主が共同して、支給申請書と(1)～(12)の書類を

準備し、訓練の終了日の翌日から起算して２か月以内に、派遣先事業主が都

道府県労働局（またはハローワーク）に提出してください。 

(１) 管轄労働局長の確認を受けたキャリアアップ計画書 

(２) 人材育成コース内訳［様式第７号（別添様式２－１）］ 

(３) 賃金助成および実施助成の内訳［様式第７号（別添様式２－２b）］ 

(４) 経費助成の内訳［様式第７号（別添様式２－3b ）］ 

(５) Off-JT実施状況報告書［様式第７号（別添様式２－4b ）］ 

   ● 他の書類で日ごとの実施時間・出席日・受講時間等が証明できる場合は、他の書類に代

えることができます。 

(６) 訓練期間中の出勤状況を確認するための書類（出勤簿など） 

(７) 対象労働者に対して訓練期間中の賃金が支払われていたことを確認する

ための書類（賃金台帳など) 
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支給申請書（正規雇用等転換コース）の提出 

(８) 申請事業主が訓練にかかる経費を負担していること（対象労働者が立て

替え払いしている場合は対象労働者本人に返金するなどにより事業主が

負担したこと）を確認するための書類（領収書、振込通知書、請求内訳

書など） 

(９) OJT実施状況報告書［様式第７号（別添様式２－５）］ 

● 他の書類で日ごとの実施時間・出席日・受講時間などが証明できる場合は、他の書類に

代えることができます。 

(10) 訓練対象者ごとのジョブ・カード様式４（評価シート） 

(11) 派遣元事業主振込先等確認表［様式第７号（別添様式２－６）］ 

● 派遣元事業主が賃金助成、または、経費助成の支給を希望する場合のみ添付 

(12) その他、管轄労働局長が必要と認める書類 

派遣先事業主が、支給申請書と(1)～(11)の書類を準備し、対象労働者を正

規雇用労働者として直接雇用した後、６か月分の賃金を支払った日の翌日か

ら起算して２か月以内に、都道府県労働局（またはハローワーク）に提出し

てください。 

(1) 管轄労働局長の確認を受けたキャリアアップ計画書 

(2) 正規雇用等転換コースが規定されている労働協約または就業規則（コー

スの運用条件などについて、労働協約または就業規則とは別に定められ

ている場合は､この規定が確認できる書類を含む） 

(3) 直接雇用後に対象労働者が適用されている労働協約、または就業規則

［上記（2）と同じ場合を除く ］ 

(4) 対象労働者の直接雇用後の労働条件通知書など 

(5) 対象労働者の賃金台帳など［対象労働者について直接雇用を開始した日

から６か月経過した日までの賃金分］ 

(6) 対象労働者の出勤簿、タイムカードなど、出勤状況が確認できる書類

［対象労働者について直接雇用後６か月分］ 
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(7) 中小企業事業主である場合は、中小企業事業主であることが確認できる

次のいずれかの書類 

ａ 企業の資本の額または出資の総額により、中小企業事業主に該当する

場合：登記事項証明書､資本の額または出資の総額を記載した書類など 

ｂ 企業全体の常時使用する労働者の数により、中小企業事業主に該当す

る場合：事業所確認表（様式第８号） 

(8) 対象労働者に母子家庭の母等が含まれる場合は、次のａからｅまでのい

ずれかの書類、その他母子家庭の母等である対象労働者の氏名および母

子家庭の母等であることが確認できるもの 

ａ 国民年金法（昭和34年法律第141号）第37条に基づき遺族基礎年金の

支給を受けている者が所持する国民年金証書 

ｂ 児童扶養手当法第４条に基づき児童扶養手当の支給を受けていること

を証明する書類 

ｃ 母子および寡婦福祉法第13条に基づき母子福祉資金貸付金の貸付を受

けている者が所持する貸付決定通知書 

ｄ  日本国有鉄道改革法（昭和61年法律第87号）第６条第２項に規定する

旅客鉄道株式会社の通勤定期乗車券の特別割引制度に基づき市区町村

長または社会福祉事務所［社会福祉法（昭和26年法律第45号）第3章

に規定する福祉に関する事務所をいう。以下同じ］長が発行する特定

者資格証明書 

ｅ 市区町村長、社会福祉事務所長、民生委員などが母子家庭の母等であ

ることを証明する書類 

(9) 対象労働者に父子家庭の父が含まれる場合は、次のａからｃまでのいず

れかの書類、その他父子家庭の父である対象労働者の氏名および父子家

庭の父であることが確認できるもの 

ａ 児童扶養手当法第４条に基づき児童扶養手当の支給を受けていること

を証明する書類 

ｂ 日本国有鉄道改革法第６条第２項に規定する旅客鉄道株式会社の通勤

定期乗車券の特別割引制度に基づき市区町村長または社会福祉事務所

長が発行する特定者資格証明書 

ｃ 市区町村長、社会福祉事務所長が児童扶養手当の支給を受けている父

子家庭の父であることを証明する書類 
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(10) 直接雇用前の労働者派遣契約書 

(11) 派遣先管理台帳 

● 事業所などにおける派遣労働者の数と、この派遣先が雇用する労働者の数を加えた数が５

人以下の場合は、提出は不要です。 

 

    

就業規則規定例 

第○条（派遣社員からの採用） 

  会社は、派遣社員を、本人が希望する場合は、正規雇用として採用す

ることがある。 

 ２ 採用時期は、毎月１日とする。 

 ３ 採用する場合の要件、および基準は、別表○（派遣社員を正規雇用す

る場合の基準）に定める。 

 

別表○（派遣社員を正規雇用する場合の基準） 

 １ 正規雇用と同様の勤務期間・日数で勤務が可能な者 

 ２ 所属長の推薦があり、筆記試験および部門長の面接試験に合格した者 
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● 次のいずれかに該当する事業主は、この助成金を受給できません。 

① 不正受給をしてから３年以内に申請をした事業主 

または、申請日後、支給決定日までの間に不正受給をした事業主 

※ 不正受給とは、偽りその他不正行為により本来受けることのできない給付金を受け、ま

たは受けようとすることをいいます。 

② 支給申請した年度の前年度より前の年度の労働保険料を納入していない

事業主 

③ 支給申請日の前日から過去１年間に労働関係法令の違反を行った事業主 

④ 性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業、またはこれらの営業の一部を

受託する営業を行う事業主 

⑤ 暴力団と関わりのある事業主 

⑥ 支給申請日、または支給決定日の時点で倒産している事業主 

⑦ 助成金の不正受給が発覚した場合に行われる事業主名等の公表について、

同意していない事業主 

● 支給申請書などの内容によっては、審査に時間がかかることがあります。

あらかじめご了承ください。 

● 不正受給を行った事業主は、助成金の返還を求められることがあります。 

● 都道府県労働局に提出した支給申請書、添付書類の写しなどは、支給決定

されたときから５年間保存しなければなりません。 

●人材育成コースにおいて支給対象となる訓練経費について、他の助成金な

どを受けている場合は、この助成金を受けることはできません。他の助成

金の支給申請を検討している場合は、どちらか一方を選択してください。 

●この助成金の支給・不支給決定、支給決定の取消しなどは、行政不服審査

法上の不服申立ての対象とはなりません。 

●この助成金は国の助成金制度の一つですので、受給した事業主は国の会計

検査の対象となることがあります。対象となった場合はご協力をお願いし

ます。 

● 助成対象となる有期実習型訓練は、同一労働者に対して１回のみです。ま

た、同一の対象労働者に対して同一の年度に一般職業訓練（キャリアアッ

プ助成金を活用したOff-JT）を実施することはできません。 

 
 

留意事項 
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有期契約労働者等のキャリアアップに関するガイドライン
～ キャリアアップ促進のための助成措置の円滑な活用に向けて～

１ 趣旨
有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用の労働者は、近年若年層を中心に増加しており、正規雇

用の労働者と比べ、雇用が不安定である、賃金が低い、能力開発機会が乏しい等の問題が指摘されている。
このような状況を踏まえ、有期契約労働者の雇用の安定や公正な処遇を確保するため、平成24年８月には、有期労働契約を５年を

超えて反復・更新した場合の無期労働契約への転換等を内容とする労働契約法の改正が行われた。
また、平成24年３月に成立し、10月から一部を除き施行されている改正労働者派遣法にも、派遣元事業主に、一定の有期雇用の

派遣労働者につき、無期雇用への転換推進措置が努力義務化されるなど、派遣労働者の雇用の安定や処遇の改善に資する内容が盛り
込まれている。

さらに、平成24年６月に雇用戦略対話で合意された「若者雇用戦略」でも、キャリアアップ支援として、非正規雇用の労働者の正
規雇用への転換や人材育成・処遇改善等、そのキャリアアップに取り組む企業への総合的な支援を行うこととされている。また、平
成24年３月に非正規雇用問題に横断的に取り組むために厚生労働省でとりまとめたビジョンでも、非正規雇用の労働者について、安
定的な雇用の下、継続的な能力形成を図ることにより、処遇の改善につなげていくことが重要であるとされている。

このような状況を踏まえ、平成24年10月26日に閣議決定された「経済危機対応・地域活性化予備費等の活用」にあわせて、経済
対策の一環として、既存の「緊急人材育成・就職支援基金（成長分野等人材育成支援事業部分）」を活用し、重点分野（健康、環
境、農林漁業）および関連するものづくり分野における有期契約労働者等も含めた労働者の人材育成への支援を実施しているところ
である。

さらに、平成25年度予算で、有期契約労働者等の正規雇用への転換、人材育成、処遇改善等、企業内でのキャリアアップを促進す
るため、より包括的な助成措置として「キャリアアップ助成金」を創設したところである。

本ガイドラインは、事業主が、有期契約労働者等のキャリアアップ（※）を積極的に図るために助成措置を活用する上で、配慮す
るよう努めることが望ましい事項を取りまとめたものである。
※ ここでは、関連した職務経験の連鎖や職業訓練等の能力開発機会を通じ、職業能力の向上が図られること、また、その先の職業上の地位や賃金等

の処遇の向上等が図られることをいう。

２ 助成措置の内容
（１）日本再生人材育成支援事業奨励金（非正規雇用労働者）

有期契約労働者および正規雇用の労働者（労働契約の期間の定めがなく、長期雇用を前提とした待遇を受ける労働者をいう）以外
の無期契約労働者（以下「有期契約労働者等（※）」という）に対し、「重点分野および関連するものづくり分野の企業の事業主
（有期契約労働者等が派遣労働者である場合については、派遣元の事業主をいう。以下同じ）が、一定のOff-JTまたはOff-JTおよび
OJTを実施した場合に、一定の助成を実施する。
※「有期契約労働者等」には、短時間労働者および派遣労働者が含まれる。

（２）キャリアアップ助成金
事業主が、有期契約労働者等のキャリアアップを図るため、３（１）の「キャリアアップ管理者」を置き、３（２）②の「キャリ

アアップ計画」を作成した上で、「キャリアアップ計画」に沿って①から⑥までのいずれかの措置を実施した場合に、以下のとおり
一定の助成を実施する。
①正規雇用・無期労働契約への転換支援

有期契約労働者を正規雇用の労働者若しくは通算雇用期間３年未満で無期契約労働者（賃金を一定割合増額するものに限る）に転
換させた場合 または無期契約労働者を正規雇用の労働者に転換させた場合に、転換の内容に応じた一定の助成を実施（※）。
※ 派遣労働者については、派遣労働者を受け入れている事業主が、派遣労働者のキャリアアップを図るため、３（１）の「キャリアアップ管理

者」を置き、３（２）②の「キャリアアップ計画」を作成した上で、「キャリアアップ計画」に沿って、受け入れていた派遣労働者を直接正

規雇用の労働者または無期契約労働者として雇い入れた場合も助成の対象となる。

②人材育成
有期契約労働者等に対し、一定のOff-JTまたはOff-JTおよびOJTを実施した場合に、一定の助成を実施。

③処遇改善
事業所内で有期契約労働者等の基本給に対する賃金テーブルを作成した上で、その賃金テーブルを一定割合増額し、当該労働者
全員に適用した場合に、一定の助成を実施。なお、当該処遇改善を職務評価の手法の活用により実施した場合、一定額を加算。

④健康管理
有期契約労働者等に対し、労働安全衛生法上義務づけられている健康診断以外の一定の健康診断の制度を設け、一定人数に実施し
た場合に、一定の助成を実施。

⑤短時間正社員への移行・新規雇入れ
労働者を、その希望に応じて短時間正社員（通常の労働者と比べ所定労働時間が一定程度短い正規雇用の労働者をいう。以下同
じ）に移行させた場合や新たに短時間正社員として雇い入れた場合に、一定の助成を実施。

⑥短時間労働者の希望に応じた社会保険適用に向けた所定労働時間の延長
所定労働時間週25時間未満の短時間労働者を、その希望に応じて週30時間以上に延長した場合に、一定の助成を実施。

３ 有期契約労働者等のキャリアアップに向けて助成措置を活用する上で配慮することが望ましい事項
事業主は、有期契約労働者等が将来に希望を持ち安心して生活を送ることができるよう、また、その意欲や能力の向上を図り、企

業の生産性向上につなげていくことができるよう、各事業所の状況に応じて、正規雇用・無期労働契約への転換等により雇用の安定
を図るとともに、人材育成を行うことで継続的な能力形成を支援し、その高められた職業能力を評価してその先の処遇にも反映する
といった形で、有期契約労働者等のキャリアアップを総合的に支援していくことが有意義である。

このように、助成措置を活用して有期契約労働者等のキャリアアップを図る上では、以下の（１）から（８）までに定める事項に
配慮するよう努めつつ、その取組を進めることが望ましい。なお、有期契約労働者等のキャリアアップを図る上での前提として、事
業主は、労働関係法令および社会保険関係法令（※）は有期契約労働者等にも適用があることを認識し、遵守しなければならないこ
とから、法令遵守を徹底できる労務管理、生産管理等の事業の体制の整備および改善を図ることが必要である。
※ 労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法、労働者災害補償保険法、労働契約法、雇用対策法、職業安定法、雇用の分野における男女の均等な機会

および待遇の確保等に関する法律、育児休業、介護休業等育児または家族介護を行う労働者の福祉に関する法律、雇用保険法、健康保険法、厚生年
金保険法等（短時間労働者の場合には、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律、派遣労働者の場合には、労働者派遣事業の適正な運営の確
保および派遣労働者の保護等に関する法律の適用がある）

（１） 有期契約労働者等のキャリアアップに向けた管理体制の整備
各事業所での有期契約労働者等のキャリアアップを図る取組が積極的に進むよう、事業所ごとに、有期契約労働者等のキャリア

アップに取り組む者として、必要な知識および経験を有していると認められる者を「キャリアアップ管理者」として位置づけ、従業
員に対して周知を図る等、そのキャリアアップに向けた管理体制の整備を行うこと。また、「キャリアアップ管理者」については、
その知識やノウハウの向上のため、必要に応じて研修等を行うことが有意義であること。
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（２） 計画的なキャリアアップの取組の推進
① 企業ごとに雇用管理のあり方が様々であることを踏まえ、社内の人材確保や人材育成の現状を分析した上で、有期契約労働者等の

キャリアアップを図る上での課題について、有期契約労働者等の意見も踏まえつつ、社内で検討を行い、その対応方針案を決定す
ること。

② ①の対応方針案および（３）から（８）までの内容を踏まえ、「キャリアアップ計画」を作成し、具体的かつ明確にキャリアパス
を示しつつ、有期契約労働者等のキャリアアップに向けた取組を計画的に進めること。

③「キャリアアップ計画」には、計画の対象者、目標、期間、目標を達成するために事業主が講ずる措置等を盛り込むこと。特に人材
育成に関する措置を盛り込む際は、有期契約労働者等が意欲的に訓練に取り組めるよう、その目的、訓練後に期待されるスキルや
能力、その達成状況に応じた処遇の在り方について記載すること。

④「キャリアアップ計画」の作成に当たっては、当該計画の対象となる有期契約労働者等の意見も反映されるよう、労働組合等の労働
者の代表から意見を聴くこと。

⑤ 作成した「キャリアアップ計画」については、従業員に対して周知するとともに、その実施状況等を踏まえ、必要に応じて見直し
を行うことが有意義であること。

⑥「キャリアアップ計画」の見直しおよびそれに基づく取組のフォローアップは、「キャリアアップ管理者」が中心となって行うこと
が有意義であること。

（３）正規雇用・無期労働契約への転換
① 有期契約労働者等の雇用の安定や処遇の改善により、その意欲と能力の更なる向上につなげるべく、その希望や能力に応じて、有

期労働契約から正規雇用・無期労働契約への転換または無期労働契約から正規雇用への転換を進めること。また、派遣先が受け入
れていた派遣労働者を直接雇い入れる場合についても、その希望や能力に応じて、正規雇用の労働者または無期契約労働者として
雇い入れること。

② 有期契約労働者が、有期労働契約が繰り返し更新されて５年を超える前に無期労働契約への転換を希望する場合には、これが可能
となる制度を整備すること。また、事業主は有期契約労働者が無期労働契約に転換した後の処遇についても、可能な限り転換した
者の職務の内容、能力・経験、有期契約労働者としての勤続等を踏まえて、賃金等において適正な処遇となるよう配慮すること。

③ 特に、有期契約労働者等が若者である場合には、正規雇用への転換の可能性が与えられるような仕組みを検討し、転換に当たって
は、その有する適性や能力を正当に評価し、その将来性も含めて長期的な視点に立って判断するなどの配慮をすることが有意義で
あること。

④ 有期契約労働者等の正規雇用への転換を図るにあたっては、正規雇用への転換を希望する有期契約労働者等のモチベーションの維
持・向上が図られるよう、対象者の範囲、方法、評価基準などの設定に配慮することが有意義であること。また、正規雇用に転換
した者が職場に定着するよう継続的に指導援助等を行うことが有意義であること。なお、正規雇用の労働者の働き方について、労
働時間や休暇、転勤、職務の範囲などに関する労働者の希望や育児・介護など生活に関わる事情に配慮した働き方となるよう配慮
することは、有期契約労働者等から正規雇用への移行を円滑化する上でも有意義であること。

（４）人材育成
① 有期契約労働者等の職業能力の開発および向上を図るため、有期契約労働者等の職業能力の状況やその希望するキャリアパス等に

応じて、目標を明確にしつつ、教育訓練等に係る設備、プログラムの充実等に留意して、計画的に教育訓練等を実施すること。
② 有期契約労働者等が若者である場合は、就職氷河期に正社員になれず、職業能力形成の機会に恵まれなかった者が多いことに鑑

み、特に教育訓練の実施について配慮すること。こうした若者については、新たに雇い入れる際を含め、ジョブ・カード制度等を
活用したより実践的な教育訓練を実施すること。

③ 特に、健康、環境、農林漁業分野および関連するものづくり分野といった成長分野の事業主は、その人材確保・育成の必要性にか
んがみ、より積極的に教育訓練を実施すること。

④ 有期契約労働者等の人材育成を進めるにあたっては、例えば、有期契約労働者等に対し、業務の遂行に必要な技能および知識等に
関する情報の提供、将来のキャリアパス等に関する相談の機会の確保、職務経験を通じてキャリアアップを図ることができるよう
な配置等の雇用管理について配慮することも有意義であること。

⑤ 有期契約労働者等の将来のキャリアパスに関する相談を行うにあたっては、例えば、キャリア・コンサルティング等を通じ、有期
契約労働者等の自らの職業経験および適性に関する十分な理解を促進することや、その従事した職務の内容や実績を、職務分析・
職務評価の手法、ジョブ・カードや職業能力評価基準等を活用すること等により整理・評価しつつ、その評価等の結果を伝えるこ
とも有意義であること。

⑥ 教育訓練等の実施や職務経験を通じて、有期契約労働者等の業務の遂行能力が向上していると認められる場合には、業務の担当範
囲や責任を広げるなどにより、さらなるキャリアアップが図られるよう配慮することが有意義であること。

⑦ 有期契約労働者等の正規雇用への転換を行う場合には、円滑な移行を図るため、有期契約労働者等の正規雇用への転換を希望する
者を対象に、正規雇用の業務に必要な知識や技能の習得のための教育訓練を行う、正規雇用の労働者の業務を一定期間体験する機
会を設ける等の配慮を行うことが有意義であること。

⑧ 有期契約労働者等に対し、職務に関連する資格である場合、職業能力検定等を受けるための休暇の付与や時間の確保等の必要な援
助を行うことが有意義であること。

（５）処遇改善
① 有期契約労働者等の職務の内容や職業能力等を、例えば職務分析・職務評価の手法、ジョブ・カードや職業能力評価基準等を活用

すること等により評価し、当該職務の内容、職務の内容および配置の変更の範囲、その他の事情を踏まえ正規雇用の労働者との均
等・均衡を考慮しつつ、賃金その他の処遇に反映させること。特に、教育訓練等を実施した場合には、実施後の有期契約労働者等
の職業能力を確認し、その処遇の在り方を検討すること。併せて、有期契約労働者等の職務内容・職業能力の評価を適切に行うた
め、研修等を実施することが有意義であること。

② 有期契約労働者等が仕事に意欲的に取り組み、その能力を高めていけるよう、仕事内容や処遇等について話し合う機会や相談窓口
を設け、職業生活全体に関する個人面談等を積極的に取り入れたり、キャリア・コンサルタントの配置・活用によって自発的な職
業生活設計等を容易にするための相談支援を行ったりすることが有意義であること。

（６）健康管理
有期契約労働者等について、より良い健康管理を行うため、労働安全衛生法上義務付けられている健康診断以外の一定の健康診断の

制度を実施すること。
（７）短時間正社員への移行・新規雇入れ

有期契約労働者等の正規雇用の労働者への移行の円滑化または正規雇用の労働者のワーク・ライフ・バランスの実現を図るため、所
定労働時間が短いながら正規雇用の労働者として適正な評価と公正な待遇が図られた働き方である短時間正社員制度を導入し、希望に
応じて、有期契約労働者等またはフルタイムの正規雇用の労働者を短時間正社員に移行させ、または短時間正社員として新たに雇い入
れること。

（８）短時間労働者の希望に応じた社会保険適用に向けた所定労働時間の拡大
短時間労働者について、その希望に応じて、所定労働時間を増やし、被用者保険（厚生年金保険・健康保険）の適用を受けられるよ

うにするなど、より通常の労働者に近い働き方が可能となる制度を整備すること。
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キャリアアップ計画 

「有期契約労働者等のキャリアアップに関するガイドライン～キャリアアップの促進のため
の助成措置の円滑な活用に向けて～」（平成25年１月21日付け 基発0121第５号・職発
0121第２号・能発0121第４号・雇児発0121第１号。以下「ガイドライン」という）に規
定する「キャリアアップ計画」をいいます。 

キャリアアップ管理者 
ガイドラインに規定する「キャリアアップ管理者」をいい、有期契約労働者等のキャリア
アップに取り組む者として、必要な知識および経験を有していると認められる者をいいます。

有期契約労働者 
期間の定めのある労働契約を締結する労働者（短時間労働者および派遣労働者のうち、期間
の定めのある労働契約を締結する労働者を含む）をいいます。 

短時間労働者 
短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第76号）第２条に規定する
短時間労働者をいいます。 

派遣労働者 
労働者派遣事業の適正な運営の確保および派遣労働者の保護等に関する法律（昭和60年法
律第88号）（派遣法という）第２条に規定する派遣労働者をいいます。 

無期雇用労働者 期間の定めのない労働契約を締結する労働者のうち、正規雇用労働者以外のものをいいます。

正規雇用労働者 

期間の定めのない労働契約を締結する労働者であって、正社員待遇（就業規則等に規定する
賃金の算定方法および支給形態、賞与、退職金、定期的な昇給または昇格等の労働条件が適
用されることなど長期雇用を前提とした待遇をいう）を受けている労働者（短時間労働者ま
たは派遣労働者のうち、期間の定めのない労働契約を締結する労働者であって正社員待遇を
受けているものを含む）をいいます。 

有期契約労働者等 有期契約労働者および無期雇用労働者をいいます。 

母子家庭の母等 

母子および寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第６条第１項に規定する配偶者のない女
子であって、20歳未満の子もしくは一定程度の障害*がある子または同項第５号の精神もし
くは身体の障害により長期にわたって労働の能力を失っている配偶者（婚姻の届出をしてい
ないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む）を扶養しているものをいいます。 
 *児童扶養手当法施行令（昭和36年政令第405号）別表第１に定める障害 

父子家庭の父 
児童扶養手当法（昭和36年法律第238号）第４条第１項に規定する児童扶養手当を受けて
いる者であって、同項第２号に規定する児童の父であるものをいいます。 

就業規則 

常時10人以上の労働者を使用する事業主にあっては、管轄する労働基準監督署または地方
運輸局（運輸監理部を含みます）（以下「労働基準監督署等」という）に届け出た就業規則
をいいます。常時10人未満の労働者を使用する事業主にあっては、労働基準監督署等に届
け出た就業規則または就業規則の実施について事業主と従業員全員の連署による申立書が添
付されている就業規則をいいます。 

労働協約 
労働組合と使用者が、労働条件等労使関係に関する事項について合意したことを文書に作成
して、その双方が署名または記名押印したものをいいます。 

派遣元事業主 派遣法第23条に規定する派遣元事業主をいいます。 

派遣先 派遣法第30条の２に規定する派遣先をいいます。 

紹介予定派遣 派遣法第２条に規定する紹介予定派遣をいいます。 

OJT 
適格な指導者の指導の下、事業主が行う業務の遂行の過程内における実務を通じた実践的な
技能およびこれに関する知識の習得に係る職業訓練のことをいいます。 

Off-JT 
生産ラインまたは就労の場における通常の生産活動と区別して業務の遂行の過程外で行われ
る（事業内または事業外の）職業訓練のことをいいます。 

用語の定義 

 キャリアアップ助成金の詳細は、「キャリアアップ助成金のご案内」のパンフレットを
ご覧ください。また、助成金の詳細や支給申請については、最寄りの都道府県労働局、
またはハローワークにお問い合わせください。 

（2014.7.22） 


